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14
年
は
、
独
占
禁
止
法
お
よ
び
不
正
競
争
防

止
法
に
関
連
す
る
中
国
政
府
の
取
り
締
ま
り
活

動
が
非
常
に
活
発
化
し
、
影
響
の
大
き
な
行
政

処
罰
案
件
が
次
々
と
発
生
し
た
こ
と
で
、
各
業

界
か
ら
多
く
の
注
目
を
集
め
た
。
本
報
告
で
は
、

独
占
禁
止
法
お
よ
び
不
正
競
争
防
止
法
競
争

法
分
野
に
お
け
る
中
国
政
府
の
取
り
締
ま
り
の

現
状
を
確
認
す
る
と
と
も
に
、
15
年
に
向
け
て
、

今
後
を
展
望
し
、
中
国
で
経
営
活
動
を
展
開
さ

れ
る
日
系
企
業
の
ご
参
考
に
供
し
た
い
。

18
期
3
中
全
会
後
に
お
け
る
競
争
法

取
り
締
ま
り
強
化
の
長
期
化

1
方
向
性
―
―
18
期
3
中
全
会
に
よ
り
決
定

さ
れ
た「
市
場
化
」と
い
う
目
標

中
国
共
産
党
第
18
期
3
中
全
会
は
13
年
11

月
15
日
に
『
改
革
の
全
面
深
化
に
係
る
若
干
の

重
大
問
題
に
関
す
る
中
共
中
央
の
決
定
』（
以
下
、

『
決
定
』と
い
う
）を
採
択
し
た
。
そ
こ
で
は
、『
決

定
』の
趣
旨
を
今
後
も
継
続
す
る
こ
と
、
お
よ

び
中
国
政
府
が
一
貫
し
て
経
済
体
制
改
革
を
主

要
な
目
標
と
し
て
い
る
こ
と
を
強
調
し
て
い
る
。

『
決
定
』は
第
3
部
「
現
代
市
場
シ
ス
テ
ム
整

備
の
加
速
」
に
お
い
て
、「
市
場
が
富
の
分
配
に

お
い
て
『
決
定
的
役
割
』
を
担
う
」
と
し
、
市

場
化
と
い
う
目
標
が
初
め
て
提
示
さ
れ
た
（
以

前
の
表
現
で
は
、「
基
本
的
役
割
」に
と
ど
ま
っ

て
い
た
）。

「
市
場
化
」
と
関
連
す
る
重
要
事
項
と
し
て

は
、
以
下
の
も
の
が
あ
る
。

⃝
企
業
の
自
主
的
な
経
営
、
公
平
な
競
争
、
消

費
者
の
自
由
な
選
択
、
独
立
し
た
消
費
、
商
品

と
資
源
の
自
由
な
流
通
、
等
価
交
換
か
ら
な
る

り
締
ま
り
活
動
を
強
化
す
る
。

2
）経
済
独
占
：
『
独
占
禁
止
法
』
に
よ
っ
て

規
制
さ
れ
る
（
行
政
独
占
以
外
の
）
各
種
独
占

行
為
（
独
占
協
定
、
市
場
支
配
的
地
位
の
濫
用
、

経
営
者
集
中
）。

市
場
に
お
け
る
経
営
活
動
に
伴
い
行
わ
れ
る

経
済
独
占
行
為
に
つ
い
て
は
、
主
に
独
占
禁
止

取
り
締
ま
り
に
係
る
行
政
部
門（
国
家
発
改
委
、

工
商
総
局
、
商
務
部
）
は
、
各
自
の
権
限
の
範

囲
内
に
お
い
て
独
占
禁
止
取
り
締
ま
り
を
強
化

し
て
い
る
。
13
年
下
半
期
以
来
、
国
家
発
改
委
、

工
商
総
局
、
商
務
部
に
よ
る
取
り
締
ま
り
活
動

は
明
ら
か
に
活
発
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
点
は
日

系
企
業
に
と
っ
て
重
要
な
点
を
含
む
た
め
、
詳

細
は
後
述
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

3
）不
正
競
争
行
為
：
『
不
正
競
争
防
止
法
』

に
よ
り
規
制
さ
れ
て
い
る
10
数
種
の
行
為
の
う

ち
、
現
在
最
も
注
目
を
集
め
て
い
る
の
は
「
商

業
賄
賂
」で
あ
る
。
ま
た
、
抱
き
合
わ
せ
販
売
、

模
倣
品
・
偽
物
や
虚
偽
広
告
な
ど
の
消
費
者
保

護
に
関
連
す
る
行
為
も
、
比
較
的
大
き
な
注
目

を
集
め
て
い
る
。

市
場
活
動
に
関
わ
る
経
営
者
の
不
正
競
争
行

為
は
、
主
に
工
商
部
門
に
よ
る
不
正
競
争
行
政

取
り
締
ま
り
の
強
化
に
よ
っ
て
規
制
さ
れ
る
。

市
場
化
に
関
連
す
る
問
題
に
は
以
上
の
も
の

で
あ
り
、
ポ
イ
ン
ト
は
ど
の
場
合
で
も
、
独
占

禁
止
法
、
不
正
競
争
防
止
法
の
取
り
締
ま
り
強

化
は
、
解
決
の
た
め
の
重
要
な
手
段
と
な
っ
て
い

る
と
い
う
点
で
あ
る
。

3
ケ
ー
ス
・
ス
タ
ディ
―
―
競
争
法
取
り
締
ま

り
の
強
化
に
よ
り
、
医
薬
品
流
通
分
野
に
お
け

る
独
占
問
題
を
解
決
し
た
ケ
ー
ス

現
代
市
場
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
加
速
し
、
市
場

に
お
け
る
障
害
除
去
に
尽
力
し
、
富
の
分
配
の

効
率
性
と
公
平
性
を
向
上
さ
せ
る
。

⃝
公
平
で
開
放
的
、
透
明
な
市
場
ル
ー
ル
を
確

立
す
る
。…
…

⃝
…
…
市
場
の
管
理
監
督
シ
ス
テ
ム
を
改
革
し
、

統
一
的
な
市
場
管
理
監
督
を
実
行
す
る
。
障
害

を
整
理
、
排
除
し
て
市
場
と
公
平
競
争
に
関

す
る
各
種
規
定
お
よ
び
方
法
を
全
国
的
に
統
一

し
、
各
種
優
遇
政
策
を
違
法
に
実
施
す
る
行
為

を
厳
禁
、
処
罰
し
、
地
方
保
護
に
反
対
し
、
独

占
禁
止
と
不
正
競
争
に
反
対
す
る
。…
…

⃝
市
場
に
よ
る
価
格
決
定
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
整
備

す
る
。
市
場
が
形
成
可
能
な
価
格
は
全
て
市
場

に
任
せ
、
政
府
は
不
当
な
関
与
を
し
な
い
。…
…

2
市
場
化
達
成
の
た
め
―
―
手
段
と
し
て
の

競
争
法
の
強
化

中
国
の
現
状
か
ら
見
れ
ば
、
上
述
の
市
場
化

の
達
成
に
当
た
っ
て
は
、
既
得
権
益
集
団
に
よ

る
妨
害
の
克
服
と
い
う
困
難
な
作
業
が
伴
う
た

め
、
強
力
な
手
段
が
必
要
と
な
る
。
現
在
、
目

標
達
成
に
際
し
て
、
主
に
以
下
3
点
の
問
題
が

存
在
し
、
各
々
に
対
応
し
た
、
異
な
る
手
段
に

よ
っ
て
解
決
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
。

1
）行
政
独
占
：
主
に
各
級
政
府
、
国
有
企

業
な
ど
が
行
政
権
力
を
も
っ
て
競
争
を
排
除
、

制
限
し
て
い
る
。
こ
れ
ら

行
政
独
占
は
、
以
下
の

方
法
に
よ
り
解
決
が
図
ら

れ
て
い
る
。

⃝
法
改
正
お
よ
び
行
政

改
革
に
よ
り
、
行
政
認
可

事
項
を
順
次
削
減
す
る
。

⃝
国
有
企
業
の
管
理
体
制

を
改
革
し
、
国
有
、
私
有

の
区
別
な
く
、
市
場
に
お

け
る
平
等
な
競
争
を
実

現
す
る
。

⃝
民
営
企
業
、
外
資
資

本
を
導
入
し
て
競
争
力

を
強
化
し
、
市
場
参
入
の

範
囲
を
拡
大
し
、
参
入

手
続
き
を
簡
略
化
す
る
。

⃝
価
格
統
制
を
緩
和
す

る
。

⃝
行
政
独
占
に
対
す
る
取
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ス
タ
ー
ト
さ
せ
た
。
こ
の
簡
易
案
件
制
度
の
も

と
、
14
年
10
月
17
日
ま
で
に
、
す
で
に
43
の
案

件
に
つ
い
て
審
査
が
行
わ
れ
て
い
る
。

こ
の
簡
易
案
件
制
度
の
主
な
目
的
は
、
経
営

者
集
中
に
係
る
案
件
の
審
査
ス
ピ
ー
ド
を
ア
ッ

プ
さ
せ
る
こ
と
に
あ
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
経
営
者

集
中
に
関
わ
る
取
引
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
も
図
る

こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
結
果
、
商
務
部
は
よ
り

多
く
の
案
件
へ
の
対
応
・
審
査
が
可
能
と
な
り
、

今
後
は
こ
れ
ま
で
申
告
が
な
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

案
件
に
対
し
て
も
、
監
督
管
理
・
取
り
締
ま
り

を
強
化
し
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
る
。
従
っ
て
、

企
業
は
さ
ら
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
お
よ
び
関

連
す
る
合
法
性
審
査
に
注
意
を
払
い
、
法
定
義

務
を
速
や
か
、
積
極
的
、
か
つ
適
切
に
履
行
す

る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

3
）工
商
総
局
の
公
布
し
た
法
規

工
商
総
局
は
11
年
以
来
、
独
占
禁
止
に
関
連

す
る
新
た
な
法
規
を
公
布
し
て
い
な
い
。
し
か

し
、
工
商
総
局
は
14
年
6
月
11
日
に
『
知
的
財

産
権
の
濫
用
お
よ
び
競
争
行
為
の
排
除
、
制
限

に
関
す
る
工
商
行
政
管
理
機
関
の
規
定
』の
意

見
聴
取
稿
（
以
下
『
本
規
定
』と
い
う
）を
公
布

し
た
。
こ
れ
は
未
発
効
の
法
規
と
な
る
が
、
知

財
分
野
に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
に
独
占
禁
止
法

を
適
用
す
る
か
と
い
う
複
雑
な
問
題
に
対
し
、

中
国
政
府
の
見
解
を
、
初
め
て
系
統
的
、
全
面

的
に
示
す
も
の
で
あ
る
。
知
財
の
濫
用
お
よ
び

独
占
禁
止
行
為
の
実
施
禁
止
は
長
期
的
な
立
法

お
よ
び
法
執
行
と
関
わ
る
た
め
、
本
規
定
の
関

連
内
容
を
認
識
、
理
解
す
れ
ば
、
今
後
の
対
応

に
お
い
て
も
有
利
と
な
る
。

4
）国
家
発
改
委
が
公
布
し
た
法
規

『
価
格
行
政
処
罰
証
拠
規
定
』（
13
年
4
月
9

ま
ず
は
第
1
図
の
と
お
り
、
09
年
3
月
公
布

の『
医
薬
衛
生
体
制
改
革
に
関
す
る
中
共
中
央
、

国
務
院
の
意
見
』
に
お
い
て
提
示
さ
れ
た
医
療

改
革
の
目
標
に
は
、「
医
薬
品
生
産
、
流
通
秩

序
を
ル
ー
ル
化
す
る
」こ
と
、
お
よ
び
「
住
民
の

医
薬
品
費
用
負
担
を
軽
減
さ
せ
る
」こ
と
が
含

ま
れ
て
い
た
。『
12
・
５
計
画
期
間
に
お
け
る
医

薬
衛
生
体
制
の
改
革
深
化
に
係
る
計
画
お
よ
び

実
施
プ
ラ
ン
の
印
刷
配
布
に
関
す
る
国
務
院
の

通
知
』（
12
年
3
月
）
と
『
医
薬
衛
生
体
制
の
改

革
深
化
に
関
す
る
国
務
院
弁
公
庁
の
２
０
１
４

年
重
点
業
務
』（
14
年
5
月
）に
よ
り
、
上
述
の

医
療
改
革
目
標
を
細
分
化
し
、
競
争
法
取
り
締

ま
り
の
強
化
が
、
政
策
目
標
を
実
現
す
る
た
め

の
手
段
で
あ
る
こ
と
を
規
定
し
た
『
決
定
』
を

踏
ま
え
、
独
占
禁
止
法
お
よ
び
不
正
競
争
防

止
法
取
り
締
ま
り
を
強
化
す
る
こ
と
を
最
終
確

定
し
た
。

独
占
禁
止
立
法
お
よ
び
取
り
締
ま
り

の
動
向
に
関
し
て

１
立
法
の
動
向

1
）関
連
部
門
が
共
同
で
公
布
し
た
規
定

13
年
12
月
4
日
、
商
務
部
、
税
務
総
局
、
発

改
委
、
公
安
部
、
財
政
部
、
交
通
運
輸
部
、
中

国
人
民
銀
行
、
工
商
総
局
、
国
務
院
法
制
弁
公

室
、
銀
監
会
、
証
監
会
、
保
監
会
（
全
12
部
門
）

は
、
共
同
で
『「
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
を
除
去
し
、
業

界
独
占
を
打
破
す
る
業
務
プ
ラ
ン
」の
印
刷
配

布
に
関
す
る
通
知
』（
以
下
、『
共
同
通
知
』と
い

う
）を
公
布
し
た
。
こ
の『
共
同
通
知
』の
目
的
は
、

18
期
3
中
全
会
に
お
い
て
要
求
さ
れ
た
行
政
独

占
の
排
除
を
着
実
に
実
行
す
る
こ
と
に
あ
る
。

実
際
に
は
、国
務
院
は
01
年
4
月
21
日
に『
市

場
経
済
活
動
に
お
け
る
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
実
施
の

禁
止
に
関
す
る
規
定
』
を
公
布
し
て
い
る
が
、

今
回
の
『
共
同
通
知
』
は
、
独
占
禁
止
取
り
締

ま
り
の
た
め
の
新
た
な
手
段
を
備
え
て
い
る
点

（
既
に
運
用
例
あ
り
。
14
年
9
月
、
河
北
省
交

通
運
輸
庁
、
物
価
局
、
財
政
庁
が
行
政
権
力
を

濫
用
し
て
差
別
的
な
価
格
行
為
を
実
施
し
た
案

件
）で
、
従
来
の
規
定
と
異
な
る
。

2
）商
務
部
が
公
布
し
た
法
規

商
務
部
は
『
経
営
者
集
中
の
簡
易
案
件
適
用

基
準
に
関
す
る
暫
定
施
行
規
定
』（
14
年
2
月

11
日
）
お
よ
び
『
経
営
者
集
中
の
簡
易
案
件
申

告
に
関
す
る
指
導
意
見
（
試
行
）』（
14
年
4
月

18
日
）を
公
表
、そ
の
後
14
年
6
月
6
日
に
『
経

営
者
集
中
に
関
す
る
商
務
部
独
占
禁
止
局
の
指

導
意
見
』
を
修
正
し
、
経
営
者
集
中
簡
易
案
件

の
審
査
制
度
（『
簡
易
案
件
制
度
』）
を
正
式
に
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『医薬衛生体制の改革深化に関する中共中
央、国務院の意見』（2009.3）

『「十二五」期間における医薬衛生体制の改
革深化に係る計画および実施プランの印
刷配布に関する国務院の通知』（2012.3）

『中共中央の改革の全面深化に関する重大
問題の決定』（2013.11）

『医薬衛生体制の改革深化に関する国務院弁公庁の2014年重点業務』（2014.5）

『2014年度医療改革重点任務を実施し、医薬品流通サービ
スの水準と効率を向上させる業務に関する商務部など6部
門の通知』（2014.9）

⃝法令整理：行政権力を用
いて市場に干渉し、または医
薬品価格の歪曲およびその
他医薬品流通業界の公平な
競争の阻害を招き、全国的
な統一市場の形成を制約す
るような政策規定を整理。

⃝薬品販売価格の独占禁止
取り締まり：発展改革部門
は、法により医薬品販売に
おける医薬品生産流通企業
および医療機構の各種価格
独占行為を取り締まる。

商業賄賂などの法令
違反行為を厳重に取り
締まり、「医薬情報担当
者」の違法な医薬品販
売行為を厳重に取り締
まり、医薬品の仕入販
売分野における商業賄
賂不良記録に関する規
定を運用する。

目
標
実
現

（手段確定）

（手段提出）（目標細分化）

（目標細分化）



JC ECONOMIC JOURNAL 2014.11 6

日
）
お
よ
び
『
価
格
行
政
処
罰
案
件
審
理
審
査

規
則
』（
14
年
1
月
1
日
）は
共
に
価
格
カ
ル
テ

ル
案
件
に
適
用
さ
れ
る
。
こ
の
2
法
令
は
手
続

き
的
規
定
が
主
で
あ
り
、
十
分
に
理
解
す
れ
ば

調
査
に
対
応
す
る
際
に
有
利
と
な
る
。

２
独
占
禁
止
行
政
取
締
り
案
件
の
状
況

1
）国
家
発
改
委

第
２
図
の
独
占
禁
止
法
施
行
以
来
の
発
改
委

の
独
占
禁
止
案
件
調
査
に
は
、
独
占
禁
止
法

が
規
定
す
る
横
の
カ
ル
テ
ル
、
縦
の
カ
ル
テ
ル
、

市
場
支
配
的
地
位
の
濫
用
お
よ
び
行
政
独
占
の

す
べ
て
の
タ
イ
プ
が
含
ま
れ
て
い
る
。

取
り
締
ま
り
に
は
以
下
の
よ
う
な
特
徴
が
あ

る
と
総
括
で
き
る
。

①
立
件
は
、
基
本
的
に
は
告
発
に
基
づ
い
て
行

わ
れ
る
。

②
13
年
以
降
、
発
改
委
の
取
り
締
ま
り
は
明
ら

か
に
強
化
さ
れ
た
。

②
処
罰
対
象
は
内
資
企
業
が
主
で
あ
り
、
日
系

企
業
が
関
係
す
る
案
件
は
ま
だ
見
受
け
ら
れ
な

い
。

③
地
域
的
特
徴
が
明
確
で
あ
る
（
主
に
、
省
級

工
商
局
が
処
理
す
る
）。

④
処
罰
は
「
警
告
」
が
主
で
あ
り
、
罰
金
も
比

較
的
厳
し
く
な
く
、
制
裁
金
額
の
法
定
範
囲

か
ら
低
額
（
1
〜
2
％
）
を
選
択
す
る
案
件
が

比
較
的
多
い
。
案
件
の
多
く
は
制
裁
金
額
が
数

十
万
元
程
度
で
あ
る
。

⑤
企
業
が
受
け
る
処
罰
の
程
度
は
、
企
業
の
協

力
の
度
合
い
と
比
較
的
大
き
な
関
係
が
あ
り
、

案
件
の
取
扱
い
担
当
者
の
自
由
裁
量
権
と
も
比

較
的
大
き
い
関
係
が
あ
る
。

3
）商
務
部

第
3
図
は
、
14
年
9
月
ま
で
に
、
商
務
部
が

審
査
し
た
経
営
者
集
中
に
係
る
案
件
の
統
計
で

あ
る
。
同
図
お
よ
び
実
務
経
験
を
踏
ま
え
る
と
、

こ
の
類
型
で
は
以
下
の
特
徴
が
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

①
現
在
ま
で
の
立
件
は
全
て
企
業
の
自
主
申
告

に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。
商
務
部
は
こ
れ
ま
で
、

申
告
義
務
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
申
告
し
な

か
っ
た
案
件
に
つ
い
て
処
罰
を
行
っ
た
こ
と
は
な

い
。
し
か
し
、
今
後
は
こ
う
し
た
方
面
に
対
す

る
検
査
・
取
り
締
ま
り
を
強
化
さ
せ
る
こ
と
を

明
ら
か
に
し
て
い
る
。

②
13
年
以
降
、
商
務
部
の
審
査
案
件
数
は
大
幅

に
増
加
。
企
業
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
義
務
の

強
化
に
伴
い
、
自
主
申
告
が
著
し
く
増
加
し
た

こ
と
が
主
な
原
因
で
あ
る
。

③
日
系
企
業
が
関
わ
る
案
件
の
比
率
が
高
く
、

案
件
総
数
の
約
50
％
を
占
め
て
い
る
。
こ
れ
は
、

日
系
企
業
の
法
令
遵
守
意
識
が
高
い
こ
と
を
反

③
14
年
以
前
は
処
罰
対
象
は
主
に
内
資
企
業
で

あ
っ
た
が
、
14
年
以
降
の
処
罰
対
象
は
外
資
企

業
が
主
で
あ
り
、
日
系
企
業
の
占
め
る
比
率
も

高
い
（
25
％
）。

④
国
家
経
済
と
市
民
生
活
に
関
係
す
る
業
界
が

取
り
締
ま
り
の
重
点
で
あ
り
、
14
年
は
自
動
車

業
界
に
対
す
る
処
罰
が
最
も
厳
し
く
、
4
件
に

達
し
た
（
50
％
を
占
め
る
）。

⑤
処
罰
対
象
は
関
連
業
界
に
お
け
る
大
企
業
が

主
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
企
業
の
処
罰
後
は
全
国

的
な
影
響
が
生
じ
て
い
る
。

⑥
処
罰
は
厳
し
く
、
制
裁
金
額
の
法
定
範
囲

（
前
年
度
販
売
額
の
1
％
〜
10
％
）
か
ら
高
額

（
5
％
以
上
）
を
選
択
し
て
処
罰
す
る
案
件
が

比
較
的
多
い
。

⑦
案
件
の
制
裁
金
額
は
大
き
く
、
特
に
、
14
年

8
月
15
日
の
日
系
自
動
車
部
品
メ
ー
カ
ー
に
対

す
る
制
裁
金
額
は
12
億
３
５
０
０
万
元
に
も
達

し
、
中
国
の
独
占
禁
止
法
施
行
以

来
、
最
高
額
の
制
裁
金
額
と
な
っ

た
。

⑧
調
査
、
証
拠
収
集
手
段
に
お
い

て
は
、
主
に
秘
密
調
査
、
抜
き
打

ち
検
査
お
よ
び「
囚
人
の
ジ
レ
ン
マ
」

を
利
用
し
た
制
度
を
採
用
し
、
調

査
対
象
企
業
の
主
体
的
な
証
拠
提

供
を
促
し
て
い
る
。

⑨
企
業
が
受
け
る
処
罰
の
程
度
は
、

企
業
の
協
力
の
度
合
い
と
比
較
的

大
き
な
関
係
が
あ
り
、
案
件
の
取

り
扱
い
担
当
者
の
自
由
裁
量
権
と

も
比
較
的
大
き
い
関
係
が
あ
る
。

2
）工
商
総
局

『
独
占
禁
止
法
』
が
08
年
に
施

行
さ
れ
て
以
来
、
14
年
9
月
に
至
る
ま
で
、
39

件
が
立
件
さ
れ
て
お
り
（
う
ち
、
工
商
総
局
に

よ
る
立
件
は
3
件
、
授
権
さ
れ
た
省
級
工
商
局

に
よ
る
立
件
は
36
件
）、
処
理
が
完
了
し
た
の

は
15
件
、
調
査
が
中
止
さ
れ
た
の
は
1
件
で
あ
っ

た
。
こ
れ
ら
の
案
件
に
お
い
て
外
資
企
業
が
関

係
し
た
案
件
は
2
件
、
即
ち
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
、

テ
ト
ラ
パ
ッ
ク
の
独
占
禁
止
に
係
る
案
件
で
あ

る
（
工
商
総
局
が
立
件
、
調
査
）。

工
商
総
局
の
取
り
締
ま
り
に
は
以
下
の
よ
う

な
特
徴
が
あ
る
。

①
手
段
は
不
正
競
争
防
止
法
取
締
り
と
比
較
的

類
似
点
が
多
い
。
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第２図　独占禁止行政取締り案件の状況
2008-2009 2010 2011 2012 2013 2014

処罰 0 1 2 1 6 7

調査中止 0 0 0 1 0 1

合計
0 1 2 2 6 8

19

第３図　商務部の事業者集中審査状況
2008.8 2012 2013 2013 2013 2013 2014 2014 2014

-2012.9 S4 S1 S2 S3 S4 S1 S2 S3

無条件承認 458 59 45 56 54 56 42 68 48

条件付き承認 15 1 0 2 2 0 1 2 1

禁止 1 0 0 0 0 0 0 1 0

合計 474
60 45 58 56 56 43 71 49

438

発改委外観
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映
し
た
も
の
で
あ
る
。

④
案
件
の
審
査
時
間
は
比
較
的
長
く
、
通
常
は

3
～
6
カ
月
の
時
間
を
要
し
（
書
面
準
備
の
時

間
は
含
ま
な
い
）、
経
営
者
集
中
に
関
わ
る
取
引

の
推
進
ス
ピ
ー
ド
に
直
接
影
響
を
与
え
て
い
る
。

⑤
申
告
文
書
の
完
成
度
が
、
順
調
か
つ
迅
速

に
審
査
を
完
了
で
き
る
か
を
大
き
く
左
右
す
る

（
特
に
、「
関
連
市
場
」の
区
分
、
市
場
額
の
計

算
お
よ
び
競
争
へ
の
影
響
の
分
析
な
ど
、
高
い

専
門
性
を
有
す
る
部
分
）。

⑥
企
業
が
自
主
申
告
し
た
も
の
以
外
に
、
商
務

部
は
自
ら
中
国
国
内
の
関
連
業
界
団
体
、
企
業

の
状
況
を
把
握
し
、
経
営
者
集
中
に
関
わ
る
取

引
が
中
国
国
内
の
関
連
産
業
に
不
利
な
影
響
を

与
え
る
か
否
か
を
確
定
さ
せ
る
。

⑦
案
件
審
査
担
当
者
が
比
較
的
大
き
な
自
由
裁

量
権
を
有
す
る
た
め
、
商
務
部
が
設
け
た
案
件

相
談
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
十
分
、
積
極
的
に
利
用
し

て
審
査
担
当
者
と
意
思
疎
通
を
行
う
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。

3
小
結

1
）
行
政
に
よ
る
独
占
禁
止
取
り
締
ま
り
の
権

限
は
国
家
発
改
委
、
工
商
総
局
お
よ
び
商
務
部

の
3
部
門
が
そ
れ
ぞ
れ
行
使
し
て
お
り
、
各
部

門
の
取
り
締
ま
り
上
の
特
徴
も
一
致
し
て
い
る
訳

で
は
な
い
。
こ
の
た
め
、
異
な
る
部
門
に
よ
っ
て

案
件
が
取
り
扱
わ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
対
応

も
、
取
り
扱
い
部
門
に
合
わ
せ
て
調
整
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

2
）
13
年
、
14
年
に
お
け
る
3
部
門
の
取
り
締

ま
り
状
況
か
ら
見
て
、
い
ず
れ
の
部
門
も
取
り

締
ま
り
を
常
に
強
化
し
た
上
、
動
き
も
活
発
と

な
っ
て
い
る
と
い
う
特
徴
が
あ
る
。
こ
の
点
も
、

本
報
告
に
お
け
る
第
一
部
の
結
論
を
裏
付
け
る

も
の
と
言
え
る
。

不
正
競
争
防
止
法
の
立
法
お
よ
び
取

締
り
の
動
向
に
関
し
て

1
立
法
の
動
向

07
年
以
来
、
不
正
競
争
防
止
法
に
関
連

す
る
新
た
な
法
令
、
司
法
解
釈
は
出
て
い

な
い
。
こ
れ
は
近
年
、
不
正
競
争
防
止
法

の
運
用
が
主
に
取
り
締
ま
り
レ
ベ
ル
で
行

わ
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

工
商
総
局
が
13
年
8
月
13
日
に
公
布
し

た
『
党
の
大
衆
路
線
教
育
実
践
活
動
が
要

求
す
る
不
正
競
争
防
止
業
務
の
着
実
な
実

施
に
関
す
る
通
知
』
で
は
、
現
在
の
取
り

締
ま
り
重
点
分
野
が
明
確
に
さ
れ
て
い
る
。

2
不
正
競
争
取
締
り
の
重
点
分
野

1
）商
業
賄
賂

商
業
賄
賂
行
為
は
価
格
を
吊
り
上
げ
、
公
平

な
市
場
競
争
秩
序
に
重
大
な
ダ
メ
ー
ジ
を
も
た

ら
し
、「
市
場
化
」の
実
現
を
妨
げ
、
公
務
員
腐

敗
の
温
床
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
こ
の
た

め
中
国
政
府
は
、
商
業
賄
賂
を
不
正
競
争
取
り

締
ま
り
の
第
一
重
点
分
野
と
し
て
い
る
。
現
段

階
に
お
け
る
取
り
締
ま
り
強
化
の
具
体
的
内
容

は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

①
医
薬
品
仕
入
販
売
、
医
療
サ
ー
ビ
ス
な
ど
民

衆
の
利
益
と
密
接
な
関
係
の
あ
る
業
界
お
よ
び

分
野
を
重
点
と
す
る
。

②
入
札
過
程
に
お
け
る
商
業
賄
賂
行
為
を
厳
格

に
処
罰
す
る
。

③
贈
賄
行
為
と
収
賄
行
為
を
同
じ
よ
う
に
厳
格

に
処
罰
す
る
。

④
計
画
的
、
段
階
的
に
違
法
行
為
を
調
査
し
て

お
り
、
威
嚇
作
用
を
備
え
て
い
る
。

グ
ラ
ク
ソ
ス
ミ
ス
ク
ラ
イ
ン
（
中
国
）
投
資

有
限
公
司
（
以
下
『
G
S
K
C
I
』
と
い
う
）

お
よ
び
一
部
の
高
級
管
理
職
が
13
年
7
月
か
ら

商
業
賄
賂
犯
罪
に
関
与
し
た
疑
い
で
調
査
さ

れ
た
件
は
、
社
会
各
界
の
広
い
注
目
を
集
め

た
。
14
年
9
月
19
日
、
長
沙
市
中
級
人
民
法

院
は
本
件
に
対
す
る
第
一
審
刑
事
判
決
を
下
し
、

G
S
K
C
I
の
高
級
管
理
職
5
名
に
犯
罪
行

為
が
あ
っ
た
と
認
定
、
G
S
K
C
I
社
に
対
し

て
30
億
元
に
達
す
る
制
裁
金
を
科
し
、
高
級
管

理
職
5
名
を
そ
れ
ぞ
れ
2
〜
3
年
の
有
期
刑
に

科
し
た
（
執
行
猶
予
付
き
）。

2
）競
争
行
為
の
制
限

こ
の
と
こ
ろ
、
自
然
独
占
企
業
お
よ
び
法
に

よ
り
独
占
的
地
位
を
占
め
る
企
業
の
競
争
制
限

行
為
が
増
加
し
て
い
る
。こ
れ
に
よ
り「
市
場
化
」

の
実
現
は
妨
げ
ら
れ
、
多
く
の
経
営
者
お
よ
び

消
費
者
の
合
法
的
利
益
が
大
き
く
損
な
わ
れ
て

い
る
。
こ
の
よ
う
な
行
為
は
、
た
と
え
独
占
禁

止
法
が
規
定
す
る
独
占
行
為
に
あ
た
ら
な
く
と

も
、
不
正
競
争
防
止
法
に
よ
る
規
制
対
象
と
な

り
、
工
商
機
関
に
よ
り
厳
し
い
調
査
を
受
け
る

こ
と
と
な
る
。

3
）商
業
詐
欺

工
商
機
関
は
、
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
店
、
不

動
産
仲
介
、
職
業
紹
介
、
チ
ェ
ー
ン
加
盟
な
ど

の
分
野
に
お
け
る
虚
偽
広
告
、
詐
欺
的
景
品
付

き
販
売
な
ど
を
重
点
に
、
虚
偽
広
告
、
商
業
詐

欺
な
ど
の
不
正
競
争
行
為
を
積
極
的
に
調
査
し

て
い
る
。

4
）模
倣
品
・
偽
物

模
倣
品
・
偽
物
は
、
有
名
企
業
と
消
費
者
の

合
法
的
利
益
を
重
大
に
損
な
い
、
公
平
な
競
争

を
阻
害
し
て
、
市
場
秩
序
を
混
乱
さ
せ
る
。
工

商
機
関
は
近
年
、
模
倣
品
・
偽
物
に
対
し
て

厳
し
い
取
り
締
ま
り
を
継
続
し
て
行
っ
て
お
り
、

今
後
、
模
倣
品
・
偽
物
の
生
産
、
販
売
と
い
っ

た
違
法
行
為
の
取
り
締
ま
り
を
さ
ら
に
強
化
す

る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

提
案上

述
の
通
り
、
独
占
禁
止
法
、
不
正
競
争
防

止
法
取
り
締
ま
り
の
強
化
を
手
段
と
し
、
中
央

政
府
は
自
ら
が
決
定
し
た
「
市
場
化
」
を
達
成

さ
せ
る
、
と
の
流
れ
は
非
常
に
は
っ
き
り
と
し
て

お
り
、
明
白
な
結
論
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

中
国
に
お
け
る
市
場
が
さ
ら
に
開
放
さ
れ
、

公
平
な
競
争
が
確
保
さ
れ
れ
ば
、
も
と
も
と
法

令
遵
守
の
意
識
も
高
く
、
高
い
技
術
と
商
品
力

を
有
す
る
日
系
企
業
は
間
違
い
な
く
有
利
と
な

る
。し
か
し
、「
市
場
化
」達
成
の
過
程
に
お
い
て
、

日
系
企
業
は
能
動
的
に
せ
よ
受
動
的
に
せ
よ
、

競
争
法
取
り
締
ま
り
と
関
わ
ら
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
競
争
法
案
件
の
増
加
に
伴
い
、
競
争
法

の
適
用
は
ま
す
ま
す
複
雑
化
し
て
い
る
。
こ
れ

は
企
業
に
と
っ
て
も
、
対
応
時
に
要
求
さ
れ
る
レ

ベ
ル
が
一
層
高
い
も
の
と
な
る
こ
と
を
意
味
し
て

い
る
。
従
っ
て
、
中
国
で
の
長
期
的
、
安
定
的

な
企
業
経
営
の
た
め
に
は
、
中
国
の
競
争
法
取

り
締
ま
り
の
動
向
に
引
き
続
き
注
目
し
つ
つ
、
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
を
強
化
し
た
上
で
、
当

該
業
界
、
当
該
企
業
の
特
徴
を
踏
ま
え
、
早
め

の
リ
ス
ク
防
止
、
改
善
措
置
を
講
じ
る
こ
と
が
、

非
常
に
重
要
と
な
っ
て
く
る
と
思
わ
れ
る
。
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